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神戸市立若葉学園 給食業務委託  

実施要領（公募型プロポーザル） 

 

１ 案件名称 

神戸市立若葉学園【児童自立支援施設】給食業務委託 

 

２ 業務内容に関する事項 

（１） 事業目的と概要 

  神戸市立若葉学園【児童自立支援施設】（以下「若葉学園」という。）は、児童福祉法 

第４４条に基づき、不良行為を行ったか、あるいはそのおそれがある児童、家庭環境等の環 

境上の理由により生活指導が必要な児童を入所させ、必要な指導や援助を行なっている施設 

であり、概ね６歳から 18歳までの児童が生活している。 

若葉学園においては、子どもの安全と権利が守られるとともに、子どもが安心して生活で 

きる環境であることが求められ、若葉学園における食事は、子どもの発育や成長に必要な栄 

養量を摂取するだけではなく、子ども自身の満足感や情緒的安定を得るためにも重要である。 

これらの目的を達成するため、若葉学園に入所中の子どもに対し、栄養バランス・味・外 

観等が優れた食事を、衛生管理や食物アレルギー対応等の配慮事項に適切に対応しながら提 

供する必要がある。 

（２）業務内容 

   若葉学園の入所児童等の給食業務にかかる献立作成、食材調達、調理、配膳、食器及び調理 

器具の洗浄、消毒等の業務全般 

（別添「神戸市立若葉学園給食業務委託仕様書」のとおり） 

（３）事業規模（契約上限額） 

2027 年度  金 48,110,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

2028 年度  金 48,110,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

2029 年度  金 48,110,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

2030 年度  金 48,110,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

2031 年度  金 48,110,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

    合計  金 240,550,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

※上記の契約上限額は、各会計年度における業務委託料の支払限度額について、本市議会

の予算議決及び債務負担行為の議決を経て正式に決定する予定であり、予算が成立しな

い場合は、契約を締結しない場合がある。また契約締結後においても、予算の減額・削

除があった場合、本市は契約の変更・解除ができる。 

（４）契約期間 

2027 年４月１日～2032 年３月 31 日（債務負担行為による。） 

（５）給食の履行場所 

   若葉学園 神戸市垂水区多聞町字小束山 868 番地の 49 

    

３ 契約に関する事項 

（１）契約の方法 

神戸市契約規則の規定に基づき、委託契約を締結する。契約内容は本市と協議のうえ、仕

様書及び企画提案書に基づき決定する。 

なお、契約の締結に際し、万一、応募書類の記載内容に虚偽の内容があった場合は、契約

締結をしないことがある。 

（２）委託料の支払い 

委託金額の支払方法については、毎月払いとし、受託者からの支払請求書を受理してから、

本市の検査を経て、30日以内に支払うものとする。なお、前金払いは行わない。本業務を

遂行するために必要となる経費は、契約金額に含まれるものとし、仕様書に定めるものを
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除き、本市は契約金額以外の費用は負担しない。 

（３）契約書案 

別紙１（頭書及び委託契約約款等）参照 

（４）契約保証金 

契約保証金の額は、神戸市契約規則第 24条第１項の規定により契約金額の 100 分の 3 以上

の額とする。また、履行保証保険契約の締結を行った場合、その他、規則第 25条の規定に

該当する場合は、契約保証金の納付は免除する。 

（５）その他 

契約締結後、当該契約の履行期間中に受託者が神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に

関する要綱に基づく除外措置を受けたときは、契約の解除を行う。 

 

４ 応募資格、必要な資格・許認可等 

次に掲げる条件のすべてに該当すること。 

（１）地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当しないものであること 

（２）代表者及び役員に破産者及び禁錮以上の刑に処せられている者がいる企業等でないこと 

（３）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）又は民事再生法（平成 11年法律第 225 号）に

基づく更生手続き又は再生手続きを行っている者でないこと 

（４）宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律第 2 条第 2号に掲げる暴力団及びその利益となる活動を行う企業等でないこと 

（５）納期が到来している所得税又は法人税、消費税及び地方消費税、県税、市町村税を滞納

していないこと。かつ企業等の代表者がこれらの税金を滞納していないこと 

（６）参加申請関係書類の提出期間の最終日から契約候補者選定までの間に、神戸市指名停止

要綱に基づく指名停止を受けていないこと 

（７）神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱に基づく除外措置 を受けていない

こと 

（８）暴力団員が役員として経営に関与（実質的に関与している場合も含む）していない 

  こと等「神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱第 5 条」に該当しないこと 

 

５ スケジュール 

（１）公募要領等の配布開始       2026 年 11 月 ２日（月曜） 

（２）参加申請関係書類の提出期限    2026 年 11 月 24 日（火曜）17 時 

（３）質問受付期限           2026 年 11 月 25 日（水曜）17 時 

（４）質問に対する回答         2026 年 12 月 ４日（金曜）予定  

（５）企画提案書・見積書の提出期限   2026 年 12 月 16 日（水曜）17 時 

（６）提案審査会（ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ）の開催 2026 年 12 月 25 日（金曜）予定 

（７）受託候補者の決定・通知      2027 年 １月 ７日（木曜）予定  

 

６ 応募手続き等に関する事項 

（１）応募手続き及び参加資格決定通知 

  ① 受付期間 

    2026 年 11 月２日（月曜）から 2026 年 11 月 24 日（火曜）17 時まで （必着） 

  ② 提出方法 

    本要領８（２）に定める担当部署に原則として E メールで提出すること（持参は不可）。 

    ※E メールの件名は、「神戸市立若葉学園給食業務応募手続き 事業者名 」とすること。 

    ※E メールの送信後、本要領８（２）に定める担当部署に電話すること。 

     （土日祝日を除く９時 00 分～12 時 00 分、13 時 00 分～17 時 00 分まで） 

    ※容量の制限等により E メール送信が困難な場合は、本要領８（２）に定める担当部署

に相談すること。 
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③提出書類 

以下に掲げる書類 

1）プロポーザル参加申込書（様式１） 

2）委任状（代表者以外の者の名義で申請する場合のみ） 

3）事業経歴書及び業績報告書 

※任意様式(直近事業年度の決算報告書、会社概要、パンフレットの写し等で可) 

※同一（児童自立支援施設における給食業務）・類似事業に関わった実績があれば、その

内容がわかる資料を添付 

【神戸市の入札参加資格がない場合】 

4) 法人登記簿謄本（写し 提出日から起算して３か月以内のもの） 

5) 直近１か年の納税証明書（国税）及び、納税証明書又は滞納がないことの証明（市税） 

（写し可） 

※ただし、営業が２年未満の者、もしくは非課税で本証明書が提出できない  

場合は、その旨を記載した理由書を提出すること。 

※法人以外の団体にあっては、代表者の納税証明書又は滞納がないことの証明（市税） 

6) 誓約書（様式２） 

（２）質問の受付 

①受付期間  

  2026 年 11 月２日（月曜）から 2026 年 11 月 25 日（水曜）17 時まで （必着） 

②提出方法  

質問票(様式３)に質問を記入し、本要領８（２）に記載の担当部署宛に E メールで提出

すること。その際の件名は、「神戸市立若葉学園給食業務委託についての質問」とする。

なお、この提出方法以外による質問は一切受け付けない。 

※E メールの送信後、本要領８（２）に定める担当部署に電話すること。 

（土日祝日を除く９時 00分～12 時 00 分、13 時 00 分～17 時 00 分まで） 

  ③回答 

   2026 年 12 月４日(金曜)までの間に全応募事業者に対して、E メールにより回答予定。な

お、回答は、実施要領記載事項の補完、追加、修正事項とみなす。 

（３）企画提案書等及び見積書の提出 

  ①受付期間 

    2026 年 12 月 4日（金曜）から 2026 年 12 月 16 日（水曜）17 時まで （必着） 

  ②提出方法 

   本要領８（２）に定める担当部署に、原則として E メールで提出すること（持参は不可）。 

※E メールの件名は、「神戸市立若葉学園給食業務企画提案書 事業者名」とすること。 

※E メールの送信後、本要領８（２）に定める担当部署に電話すること。 

（土日祝日を除く９時 00分～12 時 00 分、13 時 00 分～17 時 00 分まで） 

  ③提出書類 

1）企画提案書 提出書（４）及び本体（様式４―２） 

2）献立表（様式５） 

3）見積書（様式任意） 

※企画提案書 本体及び献立表については、いずれのページにも提案事業者名や提案事業者

名を類推させるロゴ等を一切記載しないこと。   

④提出書類作成上の注意事項 

1）企画提案書本体（様式４－２）  

・様式の枠及びレイアウトは固定とする。 

・各項目(＊)は、それぞれ A４サイズで片面 1 頁に収まるように作成すること。 

＊「１組織体制」、「２基本方針」、「３業務の実施」、「４人材育成」、「５衛生管理」、「６

アレルギー対応」、「７食中毒等の対応」、「８食生活」、「９その他自由提案」につい
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て、本要領７（１）に定める選定基準を踏まえ、明確に記載すること。 

・ページ下部にページ数を記載し、印刷は両面印刷とすること。 

2）献立表（様式５） 

・様式５に記載している「献立作成要領」のとおり作成すること。 

3)見積書（様式任意） 

・見積書の必須記載項目は、以下のとおりとする。 

(a)見積年月日 

(b)見積書の有効期限（2027 年４月 30 日以降の日付とすること） 

(c)事業者の名称、所在地、代表者の氏名及び連絡先、担当者の氏名及び連絡先 

(d)契約全期間及び年度ごとの見積額 

※費用総額は本実施要領に定める契約上限額までとする。 

(f)費用の内訳(様式６) 
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７ 選定に関する事項 

（１）選定基準 

次に示す評価項目に基づき、総合的に公平かつ客観的な審査を行うものとする。 

提案要求事項 評価項目 評価の視点 配点 

1実施体制・実施

方針 

1）組織体制 事業者として神戸市立若葉学園の給食を提供

することに適した組織体制か。 

 

25 

2）基本方針 ・施設での給食業務に関する基本方針が適切

に示されているか。 

・健康管理、増進の視点を持ち、きめの細か

い対応の提案があるか。 

 

25 

3)業務の実施 

 

(a)着実な業務遂行のための体制・仕組が整

っているか。責任者の経験・資格は十分

か。 

従事者は無理なく配置されているか。 

25 

(ｂ)平常時・緊急時ともに本社等からの支援

体制が整っているか。 

 

25 

(ｃ) 社員の平均勤続年数やパートの比率、

社員・パートの定着率はどうか。また定着

率の向上に取り組んでいるか。 

 

25 

4）人材育成 ・従事者は施設での給食における基本的な調

理技術を備えているか。 

・適切な従業者への教育指導又は訓練の体制

及び研修体制（衛生管理、アレルギー食、

調理技術の向上等）は整っているか。 

 

25 

小計 150 

②衛生管理・危機

管理体制 

1）衛生管理 ・衛生管理の重要性を認識し、HACCPに沿っ

た衛生管理のプログラムを組織的に構築し

ているか。 

・衛生管理マニュアルが整備されているか。 

 

25 

2）アレルギー対応 (a)食物アレルギー事故を起こさないための

取組は十分か。 

 

25 

(b)食物アレルギー事故発生後の適切な仕組

みはあるか。 

 

25 

3）食中毒・異物混

入、感染症、及び

現場でのトラブル

等への対応 

(a)食中毒、異物混入の事故状況およびそれ

により行政指導を受けた事例がないか。 

 

25 

(b)食中毒、異物混入等の事故を起こさない

ための取組は十分か。 

 

25 

(c)食中毒、異物混入等事故、感染症、及び

現場でのトラブル等発生後の対応に適切な

仕組みはあるか。 

適切な業務代行者が想定されているか。 

25 

 小計 150 
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③食事提供の内容 1）食生活 (a)不適切、不安定な食生活を送ってきた児

童の、食生活改善を図るための提案が行わ

れているか。 

 

50 

(b)学齢児の食育についての取組の提案が行

われているか。 

 

50 

(c) 行事等の急な予定変更の際の食事提供に

柔軟な対応を考慮しているか。 

 

50 

2）献立作成 (a)子どもが喜ぶメニューになっているか。 

 
50 

(b)小中学生向けの内容になっているか。 

 
50 

(c)年齢に応じたエネルギー量、栄養バラン

スが摂取できる献立か。 

 

50 

(d)食物アレルギーへの対応は適切か。 

 
50 

 小計 350 

④その他 自由提案 提案者の強みを活かし、サービス向上のため

の提案が行われているか。 

 

50 

⑤類似業務実績の

豊富さ 

類似業務の受託実績 類似業務の受託実績が豊富であるか。 

・一時保護所における給食業務の実績がある

場合              100点 

・類似業務（児童関係施設の給食業務）の実

績がある            70点 

・類似業務（その他の施設の給食業務）の実

績がある場合          60点 

 

100 

⑥地元企業に対す

る優先的取り扱

い 

提案者の本社・支店

等の所在地が神戸市

内であること 

市内企業を優先的に取り扱う 

・本店を市内に有している場合は  100点 

・支店等を市内に有している場合は  50点 

・いずれも有していない場合は     0点 

 

100 

⑦価格点 

(入札金額評価点) 

 

 

 

 
全参加事業者 

100点×の中で最低の 
見積金額 

 

企画提案事業者の 

見積金額 

・全参加事業者の中で最低の見積金額を提案

した事業者は100点となる。 

・小数点以下は切り下げる 

・見積金額が本書２(３)の契約上限額を超え

ている場合は選定しない。 

 

100 

合計 1,000 

  ※合計600点を満たさない場合は、契約候補者として選定しない。 

 

（２）選定方法 

①本企画提案の審査については、本業務の受託候補者に係る選定委員会による提案審査会に

おいて審査を行い、その意見を受けて契約候補者を選定する。 

②選定委員は、選定基準に沿って企画提案書の審査を行う。 

③審査の結果、評価点が最も高い事業者が複数いる場合は、前記（１）③「食事提供の内容」

の項目の点数が高い事業者を契約候補者として決定する。 
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④提案審査会(プレゼンテーション) 

1）開催日 2026 年 12 月 25 日(金曜) （予定） 

2）場所  神戸市兵庫区上庄通１丁目１－27 神戸市こども家庭センター内（予定） 

3）方法 

(a)企画提案書によるプレゼンテーション 

モニターは使用可能。追加資料の配布は不可。 

(b)感染症の感染拡大等の社会情勢によっては、オンラインでのプレゼンテーションに変

更する場合がある。 

(c)プレゼンテーションの順番は、企画提案書の受付順とする。 

(d)プレゼンテーションの時間は、セッティングにかかる時間を含み１提案者 20分以内

とする。その後、質疑応答の時間を設ける。 

(e)プレゼンテーションは非公開とする。 

（f)プレゼンテーションの際は、提案者が特定できる情報の発言等は行わないこと。 

（g)本業務に応募する者が１者であっても、提案審査会を開催する。 

(h)その他提案審査会の実施方法の詳細については、企画提案書を提出した参加者に改

めて通知する。 

（３）失格事由 

次のいずれかに該当した場合は、選定対象から除外する。 

①選定委員に対して、直接、間接を問わず、故意に接触を求めること 

②他の参加者と企画提案の内容またはその意思について相談を行うこと 
③事業者選定終了までの間に、他の参加者に対して企画提案の内容を意図的に開示すること 

④提出書類に虚偽の記載を行うこと 

⑤その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行うこと 

（４）選定結果の通知及び公表 

評価結果及び選定結果は決定後速やかに、全ての参加者に通知し、また、本市ホームペー

ジに掲載する。本市ホームページには、選定した事業者名と総得点、他の応募者の総得点

を掲示する。 

選定されなかった事業者に限り、結果の通知を受けた日の翌日から起算して７日（本市の

休日を除く。）以内に、当該事業者が選定されなかった理由について、書面により説明を求

めることができる。ただし、説明内容に対する問合せ・異議等については応じない。 

（５）契約の締結 

   ①上記により選定された契約候補者と協議のうえ契約を締結する。 

    （契約候補者の辞退等があった場合は、上位の者から順に契約締結の協議を行うものと

する。） 

    ②契約候補者として選定された場合でも、契約完了までは「委託予定先」としての位置づ

けとなる。なお、実施の準備行為等に係る経費が発生していても市に請求することはで

きない。 

      

８ その他 

（１）提案に要する費用、条件等  

①企画提案書の作成に要する費用は、参加者の負担とする。 

②採用された企画提案書は、神戸市情報公開条例に基づき、非公開情報（個人情報、法人

の正当な利益を害する情報等）を除いて、情報公開の対象となる。 

③すべての企画提案書は返却しない。 

④提出された企画提案書は、審査・業者選定の用以外に応募者に無断で使用しない（神戸

市情報公開条例に基づく公開を除く）。 

⑤期限後の提出、差し替え等は認めない。 

⑥参加申請後に神戸市指名停止基準要綱に基づく指名停止又は神戸市契約事務等からの暴
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力団等の排除に関する要綱に基づく除外措置を受けた者の公募型プロポーザル参加は無

効とする。 

⑦委託契約の締結については、神戸市所定の「委託契約約款」に基づくものとする。 

⑧本募集要領に定めのない事項については、別途協議によるものとする。 

（２）担当部署（書類提出先・問合せ先） 

    所 属 名：神戸市立若葉学園管理担当 

    所 在 地：〒650-8570 神戸市垂水区多聞町字小束山 868-49 

電話番号：078-792-1133 

    電子メールアドレス：wakaba@city.kobe.lg.jp  

mailto:wakaba@city.kobe.lg.jp


神戸市立若葉学園給食業務に係る委託契約書 
 神戸市（以下「甲」という。）と○○（以下「乙」という。）との間で、次の表の条項及び

別紙委託契約約款の条項（次の表の第５項に定める条項を除く。）により委託契約を締結する。 

１ 委託業務に係る委託料（部

分払、前金払又は概算払によ

り支払うものは、その旨、そ

の金額及び支払う時期） 

（総額） 

〇〇〇円（うち消費税及び地方消費税相当額〇〇〇円） 

（内訳） 
2027年度：〇〇〇円（うち消費税及び地方消費税相当額〇〇〇円） 

2028年度：〇〇〇円（うち消費税及び地方消費税相当額〇〇〇円） 

2029年度：〇〇〇円（うち消費税及び地方消費税相当額〇〇〇円） 

2030年度：〇〇〇円（うち消費税及び地方消費税相当額〇〇〇円） 

2031年度：〇〇〇円（うち消費税及び地方消費税相当額〇〇〇円） 

各年度とも、各月ごとに〇〇〇円 

（うち消費税及び地方消費税相当額〇〇〇円。検査終了後に支払） 

 精算を行う場合の方法 なし 

２ 契約保証金（第３条関係）  

３ 委託業務の履行に係る期間

又は期日（以下「委託期間

等」という。） 

2027 年４月１日から 2032 年３月 31 日まで 

 
債務負担行為又は長期継続契約に

該当する場合は、その旨 

債務負担行為に基づく複数年契約 

４ 甲が乙に対し委託業務の履行

のために必要な機械器具等、設

備等を提供する場合の有償又は

免除の別 

有償の場合の金額（第18条第３

項、第５項関係） 

なし 

 
委託料からの控除又は納入通知書

による納付の別、及び控除（納

付）時期 

なし 

５ 別紙委託契約約款のうち適

用を除外する条項 

なし 

６ 別紙委託契約約款に付加す

る条項 

なし 

７ 担保期間（第13条） 
なし 

この契約の締結を証するため、この契約書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印の上、各自

その１通を保有する。 

    年  月  日 

 

  神戸市中央区加納町６丁目５番１号 

甲 神戸市 

契約担当者 こども家庭局長 丸山 佳子     印 

 

 

乙  

 

                          印 

別紙１ 
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委託契約約款 

令和７ 年４ 月１ 日改正 

 

第１ 条（ 総則） 甲は、 仕様書、 設計図書（ 別冊の設計書、 図面等（ 甲の承諾を 必要と する

乙が作成し た詳細図等を含む。 ） 及び質疑回答書を いう 。 以下同じ 。 ） に定める 業務（

こ の契約書において「 委託業務」 と いう 。 ） の給付を委託し 、 乙はこ れを 受託し て甲の

ために誠実に履行する 。  

２  乙は、 頭書の表第３ 項に定める 委託期間等において委託業務を 履行し なければなら な

い。  

３  こ の契約は、 頭書の表第３ 項に定める 委託期間等の経過を も っ て、 なお効力を 有する

と 定めら れた規定を 除いて終了するも のであっ て、 別途契約の締結を するこ と なく こ の

契約が更新さ れる も のと 解する こ と はでき ない。  

 

第２ 条（ 再委託等の禁止） 乙は、 委託業務を、 自己の責任において完全に履行し なければ

なら ない。  

２  乙は、 甲の書面による事前の承諾なく し て、 委託業務を第三者へ委託（ 請負その他こ

れに類する行為を 含む。 ） （ 以下「 再委託」 と いう 。 ） し てはなら ない。  

３  甲は、 委託業務の全部又は大部分についての一括し た再委託の承諾をする こ と はでき

ない。  

４  乙は、 あら かじ め甲の書面によ る 承諾なく し て、 こ の契約上の地位又はこ の契約によ

っ て生ずる権利若し く は義務の全部または一部を第三者に譲渡し 、 または担保に供し て

はなら ない。 ただし 、 本契約にも と づく 権利については、 あら かじ め、 乙が、 当該第三

者に対し て本項に定める譲渡制限特約の存在及び内容を書面により 通知し 、 かつその書

面の原本証明の写し を 甲に交付し た場合には、 本項の違反を構成し ない。  

５  乙が、 前払金の使用や部分払等によっ ても なお本契約の目的物に係る仕事に必要な資

金が不足する こ と を 疎明し たと き は、 甲は、 特段の理由がある 場合を 除き 、 乙の請負代

金債権の譲渡について、 前項本文の承諾をし なければなら ない。 かかる 場合において、

乙は、 請負代金債権の譲渡によっ て得た資金を 、 本契約の目的物に係る 仕事以外に使用

し てはなら ない。  

６  前項の場合において、 乙は、 甲の承諾後速やかに、 請負代金債権の譲渡によっ て得た

資金の使途を 疎明する 書類を甲に提出し なければなら ない。  

 

第３ 条（ 契約保証金） 乙は、 こ の契約の締結と 同時に、 こ の契約上の義務の不履行によっ

て生ずる 甲の損害その他乙が負担すべき 債務を てん補する ため、 次の各号の一に掲げる

保証を 付さ なければなら ない。 ただし 、 甲においてその必要がないと 認めた場合は、 こ

の限り でない。  

( 1)  契約保証金の納付 

( 2)  契約保証金に代わる担保と なる 有価証券等の提供 

( 3)  こ の契約によ る 債務の不履行によ り 生ずる 損害金の支払を 保証する 銀行又は甲が確実

と 認める 金融機関の保証 

( 4)  こ の契約によ る 債務の履行を 保証する 履行保証証券による 保証 

( 5)  こ の契約によ る 債務の不履行によ り 生ずる 損害を てん補する履行保証保険契約の締結 

２  前項第５ 号の場合においては、 履行保証保険契約の締結後、 直ちにその保険証券を甲

に寄託し なければなら ない。 ただし 、 乙は、 当該保険証券の寄託に代えて、 電子情報処

理組織を 使用する 方法その他の情報通信の技術を利用する 方法（ 以下「 電磁的方法」 と

いう 。 ） であっ て、 当該履行保証保険契約の相手方が定め、 甲が認めた措置を講ずる こ

と ができ る。 こ の場合において、 乙は、 当該保険証券を寄託し たも のと みなす。  

３  第１ 項の保証に係る契約保証金の額、 保証金額又は保険金額（ 第７ 項において「 保証
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の額」 と いう 。 ） は、 契約金額( 委託料総額。 以下同じ 。 ) の 100分の３ 以上と し なけれ

ばなら ない。  

４  第１ 項の保証に係る契約保証金の額、 保証金額又は保険金額（ 第７ 項において「 保証

の額」 と いう 。 ） は、 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める 政

令（ 平成７ 年政令第 372号） 第４ 条に規定する 特定調達契約については、 その額を契約

金額の 100分の10以上と し なければなら ない。  

５  乙が第１ 項第３ 号から 第５ 号までのいずれかに掲げる 保証を付す場合は、 当該保証は

第28条第３ 項各号に規定する者による 契約の解除の場合についても 保証する も のでなけ

ればなら ない。  

６  第１ 項の規定によ り 、 乙が同項第２ 号又は第３ 号に掲げる 保証を付し たと き は、 当該

保証は契約保証金に代わる 担保の提供と し て行われたも のと し 、 同項第４ 号又は第５ 号

に掲げる 保証を付し たと き は、 契約保証金の納付を 免除する 。  

７  契約金額の変更があっ た場合には、 保証の額が変更後の契約金額の100分の３ （ 第４

項に該当する 場合は100分の10） に達するまで、 甲は、 保証の額の増額を請求するこ と

ができ 、 乙は、 保証の額の減額を 請求するこ と ができ る。  

８  甲は、 こ の約款に特別な定めがある場合を 除き 、 委託業務の最終の履行確認後、 第１

項第１ 号の契約保証金又は同項第２ 号の有価証券等を乙に返還するも のと する。  

 

第４ 条（ 検査） 乙は、 契約の履行が完了し たと きは、 甲への給付の前に、 甲の検査を 受け

なければなら ない。 ただし 、 検査は、 神戸市契約規則（ 昭和39年３ 月神戸市規則第120

号） 第５ 章第２ 節又は第３ 節その他の法令に定める と こ ろ によ り 行う 。  

２  前項の検査は、 乙から の履行届の提出があっ た日から 10日（ 委託業務が工事である 場

合は、 14日） 以内に行う も のと する。  

３  第１ 項の検査の結果、 その給付の内容の全部又は一部がこ の契約に違反し 又は不当で

あるこ と を発見し たと きは、 甲は、 乙に対し 、 その是正又は改善を求めるこ と ができ る

。 こ の場合においては、 前項の時期は、 甲が乙から 是正又は改善を終了し たと し て再度

履行届の提出を受けた日から 10日（ 工事である 委託業務については、 14日） 以内と する

。  

 

第５ 条（ 延滞違約金） 乙は、 その責に帰すべき 理由によっ て、 頭書の履行期限内に契約を

履行し ないと き は、 契約金額につき 、 遅延日数に応じ 、 当該契約締結の日における政府

契約の支払遅延防止等に関する 法律（ 昭和24年法律第256号） 第８ 条第１ 項に規定する

財務大臣が決定する 率を乗じ て計算し た額を 延滞違約金と し て甲に支払わなければなら

ない。  

２  前項の場合において、 検査その他甲の都合によっ て経過し た日数は、 遅延日数に算入

し ない。  

 

第６ 条（ 委託料） 委託業務に係る委託料（ 以下単に「 委託料」 と いう 。 ） は、 頭書の表第

１ 項に定める と おり と する 。  

２  甲は、 前金払又は概算払によ り 支払う こ と と 頭書において定めている委託料（ 以下「

前金払等委託料」 と いう 。 ） について、 乙から の甲の定める 様式によ る請求書（ 以下単

に「 請求書」 と いう 。 ） の提出があっ たと き は、 速やかに支払う も のと する 。  

３  甲は、 前金払等委託料以外の委託料について、 甲が給付の検査を終了し た後乙から 請

求書の提出があっ たと きは、 提出日から 30日（ 工事に係る 委託料については、 40日） 以

内の日までに支払う も のと する 。  

４  甲が乙から 請求書の提出を受けた後、 その請求の内容の全部又は一部が不当であるこ

と を発見し たと き は、 甲は、 その事由を明示し てその請求を拒否する 旨を乙に通知する

も のと する。 こ の場合において、 その請求の内容の不当が軽微な過失による と き にあっ
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ては、 当該請求の拒否を通知し た日から 甲が乙の不当な内容を 改めた支払請求を 受けた

日までの期間は、 前項の期間に算入し ないも のと し 、 その請求の内容の不当が軽微でな

く 、 乙の故意又は重大な過失によ るも のであっ たと き にあっ ては、 適法な支払請求があ

っ たも のと し ないも のと する。  

 

第６ 条の２ （ 工事又は測量に係る 前金払） 乙は、 公共工事の前払金保証事業に関する法律

( 昭和27年法律第184号) 第２ 条第１ 項に規定する土木建築に関する工事又は測量に係る

契約のう ち、 甲があら かじ め指定し た契約については、 同条第４ 項の保証事業会社（ 以

下「 保証事業会社」 と いう 。 ） と 、 履行期限を 保証期限と する 同条第５ 項に規定する 保

証契約（ 以下「 前金払保証契約」 と いう 。 ） を 締結し たと き に限り 、 その保証証書を甲

に寄託し て、 契約金額の前払を請求するこ と ができ る。 ただし 、 その額は、 甲の指定し

た額によ るも のと する 。  

２  乙は、 前項の規定による 保証証書の寄託に代えて、 電磁的方法であっ て、 当該保証契

約の相手方たる保証事業会社が定め、 甲が認めた措置を講ずる こ と ができ る 。 こ の場合

において、 乙は、 当該保証証書を 寄託し たも のと みなす。  

３  甲は、 第１ 項の規定によ る請求があっ たと き は、 その日から 起算し て14日以内に前払

金を支払う も のと する 。 ただし 、 特別の事情がある 場合は、 支払期限を延長する こ と が

でき る 。  

４  前３ 項の規定によ り 前金払を し た後において、 設計変更その他の理由によ り 契約を 変

更し た結果、 契約金額が２ 割以上増減し たと き は、 その増減し た額について既に支払っ

た前払金の率によ り 計算し た額を 、 甲は、 乙に追加払し 又は乙をし て還付さ せる こ と が

でき る 。  

 

第６ 条の３ （ 前金払保証契約の変更） 乙は、 契約金額が増減し た場合又は契約内容の変更

その他の理由によ り 履行期限を 延長し た場合において、 甲が必要と 認める場合には、 直

ち に前金払保証契約を 変更し 、 変更後の保証証書を 甲に寄託し なければなら ない。  

２  乙は、 前項の規定による 保証証書の寄託に代えて、 電磁的方法であっ て、 当該保証契

約の相手方たる保証事業会社が定め、 甲が認めた措置を講ずる こ と ができ る 。 こ の場合

において、 乙は、 当該保証証書を 寄託し たも のと みなす。  

 

第６ 条の４ （ 前払金の使用等） 乙は、 前払金を 、 次の各号に掲げる 業務について、 それぞ

れ当該各号に定める 経費以外の支払に充当し てはなら ない。  

( 1)  設計・ 調査 当該設計又は調査の材料費、 労務費、 外注費、 機械購入費（ 当該設計又

は調査において償却さ れる 割合に相当する額に限る 。 ） 、 動力費、 支払運賃及び保証料

に相当する額と し て必要な経費 

( 2)  測量 当該測量の材料費、 労務費、 外注費、 機械器具の賃借料、 機械購入費（ 当該測

量において償却さ れる 割合に相当する 額に限る 。 ） 、 動力費、 交通通信費、 支払運賃、

修繕費及び保証料に相当する額と し て必要な経費 

( 3)  工事その他 材料費、 労務費、 機械器具の貸借料、 機械購入費（ こ の契約において償

却さ れる 割合に相当する額に限る 。 ） 、 動力費、 支払運賃、 修繕費、 仮設費、 労働者災

害補償保険料及び保証料に相当する額と し て必要な経費等こ の契約において甲が必要と

認める 経費 

 

第６ 条の５ （ 前金払保証契約の解除） 甲は、 前金払保証契約が解除さ れたと き は、 乙を し

て前払金の全部又は一部を 返還さ せる も のと する。  

 

第７ 条（ 随時検査） 甲は、 必要がある と 認める 場合には、 随時検査を行う こ と ができ る。  

２  第４ 条第１ 項ただし 書の規定は、 前項の検査に準用する。  
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第８ 条（ 成果物） 委託業務の履行により 有体物及び無体物（ 以下「 成果物」 と いう 。 ） が

作成さ れたと き は、 成果物に係る 乙の著作権（ 著作権法（ 昭和45年法律第48号） 第21条

から 第28条までに規定する 権利を いう 。 ） 、 所有権その他の権利（ 以下「 著作権等」 と

いう 。 ） は、 甲に帰属、 若し く は乙は甲に譲渡する 。  

２  乙は、 甲が必要に応じ て成果物の変更、 切除その他の改変を行う こ と を 了承すると と

も に、 甲の行為に対し 、 著作者人格権を行使し ない。  

３  乙は、 甲の書面による承諾なく し て、 成果物を目的外に利用し 、 又は第三者に提供し

、 若し く は利用さ せてはなら ない。 委託期間等の終了の後又はこ の契約が解除さ れた後

（ 以下「 契約終了等の後」 と いう 。 ） においても 、 同様と する 。  

 

第９ 条（ 特許権等の使用） 乙は、 成果物の作成に特許権、 著作権、 実用新案権、 意匠権、

商標権その他日本国の法令に基づき 保護さ れる 第三者の権利（ 以下「 特許権等」 と いう

。 ） の対象と なっ ている材料、 製造方法等を 使用すると き は、 その使用に関する 一切の

責任を 負わなければなら ない。  

ただし 、 甲がその材料、 製造方法等を 指定し た場合において、 仕様書等に特許権等の

対象である旨の明示がなく 、 かつ、 乙がその存在を 知ら なかっ たと き は、 甲は、 乙がそ

の使用に関し て要し た費用を負担し なければなら ない。  

 

第10条（ 特許権等の発明等） 乙は、 契約の履行に当たり 、 特許権等の対象と なるべき 発明

又は考案をし た場合には、 速やかに甲に通知し なければなら ない。  

２  前項の場合において、 当該特許権等の取得のための手続及び権利の帰属等に関する 詳

細については、 甲乙協議し て定めるも のと する 。  

 

第11条（ 知的財産権等の保証） 乙は、 甲に対し 、 成果物が第三者の知的財産権( 特許権、

実用新案権、 育成者権、 意匠権、 著作権、 商標権その他の知的財産に関し て法令により

定めら れた権利又は法律上保護さ れる 利益に係る権利) 等を侵害し ていないこ と を保証

する。  

２  乙の成果物が第三者の知的財産権等を 侵害し たこ と により 当該第三者から 成果物の使

用の差止め又は損害賠償を 求めら れた場合、 乙は、 甲に生じ た損害を 賠償し なければな

ら ない。 こ の場合において、 乙は、 当該第三者の知的財産権等を侵害し ない方法によ り

、 新たな成果物を 甲に無償で納入し なければなら ない。  

 

第12条（ 危険負担） こ の契約の成果物について、 当事者の双方の責めに帰する こ と ができ

ない事由によ っ て全部又は一部が滅失又は変質等し たこ と によ り 乙の委託業務が履行で

き なく なっ たと き は、 甲は契約を 何ら の催告なし に解除するこ と ができ る。 契約を解除

し ない場合でも 、 契約金の支払いを拒絶する こ と ができ る 。  

 

第13条（ 契約不適合責任） 乙は、 種類、 品質又は数量に関し て契約の内容に適合し ない成

果物を 甲に給付し たと き( 給付を 要し ない場合にあっ ては、 業務終了時に成果物が種類

又は品質に関し て契約の内容に適合し ない場合)  は、 甲の指定する期間内に取替え、 補

修その他の措置を 講じ なければなら ない。 ただし 、 種類又は品質に関し て契約の内容に

適合し ない場合において、 甲がその不適合を 知っ た時から 頭書の担保期間内にその旨を

通知し ないと き は、 甲は、 その不適合を理由と し て、 履行の追完の請求、 代金の減額の

請求、 損害賠償の請求及び契約の解除をする こ と ができ ない。  

２  乙が、 成果物の給付の時に前項の不適合を 知り 、 又は重大な過失によっ て知ら なかっ

たと き は、 頭書の担保期間に関わら ず、 乙は前項の責任を 負う 。  

３  担保検査については、 第４ 条第１ 項の規定を準用する 。  
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第14条（ 業務責任者） 乙は、 委託業務の履行に関し 、 委託業務の履行に係る 責任者（ 以下

「 業務責任者」 と いう 。 ） を選任し 、 甲にその氏名、 連絡先その他の必要な事項を書面

により 通知し なければなら ない。  

２  乙は、 前項で通知し た事項に変更が生じ たと き は、 速やかに、 甲に対し 、 変更し た事

項を書面によ り 通知し なければなら ない。  

３  乙は、 業務責任者に、 乙の従業員その他委託業務に従事する者（ 以下単に「 従業員」

と いう 。 ） の指揮監督を行わせる と と も に、 委託業務の履行の管理及び甲と の連絡等に

当たら せなければなら ない。  

４  乙は、 業務責任者が前項の業務を 適正に行わないと き その他甲が必要があると 認める

と き で甲が業務責任者の交代その他の措置を 求めたと き は、 当該措置を履行し なければ

なら ない。  

５  甲が乙に対し て委託業務に関する 連絡等を 行う と きは、 業務責任者に対し て行う も の

と する 。 ただし 、 やむを得ず急を 要する場合はこ の限り でない。  

 

第15条（ 作業場所及び作業者の届出） 乙は、 別紙仕様書において委託業務の履行に係る作

業場所が定めら れていない場合において甲の求めがあっ たと き は、 当該作業場所を甲に

届け出なければなら ない。 作業場所を 変更する と き も 、 同様と する。  

２  乙は、 従業員のう ち、 委託業務を 履行する ための作業者を 乙の責任で人選（ 従事さ せ

る 作業人員数の決定を 含む。 ） を し て配置し 、 甲の求めがあっ たと き は、 その者の氏名

を 甲に届け出なければなら ない。 作業者を変更する と き も 、 同様と する。  

３  前２ 項の規定は、 甲又は甲の職員が乙の従業員に対する指揮命令権を有するこ と を 認

めるためのも のと も 、 甲が乙の従業員に対する 事業主と し ての責任を 負う ためのも のと

も 解し てはなら ない。  

 

第16条（ 使用者と し ての責任） 乙は、 労働安全衛生法（ 昭和47年法律第57号） 、 労働基準

法（ 昭和22年法律第49号） 、 労働者災害補償保険法（ 昭和22年法律第50号） 、 民法（ 明

治29年法律第89号） その他の法令（ 条例、 規則その他の規程を 含む。 以下同じ 。 ） に基

づく 従業員に対する 使用者と し ての責任を負わなければなら ない。  

２  乙の従業員の労働時間及び休憩又は休暇の取得は、 甲の施設管理上支障がある 場合を

除く ほか、 乙が自己の責任において定めるも のと する。  

 

第17条（ 協力） 甲は、 乙の委託業務履行のために必要な文書、 図画及び電磁的記録（ 電子

的方式、 磁気的方式その他人の知覚によっ ては認識するこ と ができ ない方式で作ら れた

記録を いう 。 ） （ 以下「 文書等」 と 総称する 。 ） を 、 乙の申出により 、 貸与し 、 又は閲

覧さ せる こ と ができ る 。  

２  乙は、 前項により 貸与さ れ又は閲覧し た文書等を 委託業務履行以外の目的に使用し て

はなら ない。  

 

第18条（ 機械器具等の使用） 乙は、 委託業務の履行のために使用する機械器具、 工具、 消

耗品等（ 以下「 機械器具等」 と いう 。 ） を、 乙の責任と 費用により 調達し なければなら

ない。  

２  甲が、 乙に対し 、 委託業務の履行に当たり 、 前項の機械器具等を使用さ せる場合、 こ

れを有償と する。 ただし 、 当該機械器具等を 使用するこ と が委託業務の履行に必要不可

欠であり 、 かつ、 委託業務の要素であると 認めら れる等の理由により 、 甲が当該機械器

具等を 指定し てこ れを 乙に使用さ せる 場合には、 対価を減額し 、 又は免除するこ と がで

き る。  

３  乙は、 前項の使用に対する対価と し て、 甲に対し 、 頭書の表第４ 項に定める額の金員
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を 甲に支払わなければなら ない。  

４  前項に規定する対価は、 甲が、 委託業務の最終の履行確認後、 委託料の額から 前項の

額を控除し た額を 乙に支払う こ と によ り 決済するも のと する 。 甲が乙に対し て支払う 委

託料の額が前項に規定する 対価の額を 下回る と きは、 甲は、 委託業務の履行確認後又は

こ の契約の終了後に、 乙に対し 、 その差額を 請求するこ と ができ る。  

５  甲は、 乙に対し 、 資材置場、 光熱用水、 従業員用控室、 ロ ッ カ ー等の委託業務の履行

のために必要である と 甲が認める 設備等（ 以下「 設備等」 と いう 。 ） を、 委託業務の履

行中、 有償で使用さ せるこ と ができ る 。 また、 公益上特に必要がある と き は、 対価を 減

額し 、 又は免除する こ と ができ る 。 なお、 有償の場合における 対価の決済方法は、 前項

を 準用する。  

６  第２ 項及び前項の規定により 、 甲から 乙に提供するも のの品名、 数量、 対価、 引渡場

所及び引渡時期等は、 仕様書に定める と こ ろ による 。  

 

第19条（ 施設の使用） 委託業務の内容が甲の施設内でなければ履行でき ないも のであると

き は、 乙は、 仕様書に定めると こ ろ により 、 委託業務履行のために甲の施設を使用する

こ と ができる 。  

２  前項の使用は、 乙に対し 、 委託業務と 関連せずに甲の施設を使用する権原を与える も

のではない。  

３  乙は、 甲の許可なく 、 甲の施設内に乙の委託業務履行のために必要と 認めら れない物

品を搬入し てはなら ない。  

４  乙は、 委託業務が終了し たと き は、 甲の施設内に搬入し た物品のう ち成果物以外の物

を 速やかに搬出し なければなら ない。  

 

第20条（ 甲の機械器具等及び設備等に対する保管義務等） 乙は、 第18条第２ 項の規定によ

り 使用する機械器具等、 同条第５ 項の規定によ り 使用する 設備等及び前条第１ 項の規定

により 使用する施設を 、 善良な管理者の注意義務を も っ て取り 扱い、 管理し なければな

ら ない。  

２  乙は、 前項の機械器具等、 設備等及び施設について、 乙の責に帰すべき 事由により 毀

損又は紛失等が生じ たと き は、 乙はそれによ り 甲に生じ た損害を賠償し なければなら な

い。 こ の場合において、 甲は、 甲に生じ た損害額を 委託料又は契約保証金から 控除する

こ と ができる 。  

３  乙は、 前項の機械器具等、 設備等及び施設について、 委託期間等が終了し 、 又はこ の

契約が解除さ れたと き は、 直ち に原状に復し て甲に対し 返還し なければなら ない。 ただ

し 、 通常の損耗については原状に復するこ と を 要し ない。  

 

第21条（ 監督） 甲は、 地方自治法（ 昭和22年法律第67号） 第234条の２ 第１ 項及び地方自

治法施行令第167条の15第１ 項の規定により 、 こ の契約の適正な履行を 確保する ため、

立会い、 指示その他の方法によっ て乙の必要な監督をする も のと する 。  

２  甲は、 必要がある と 認める場合には、 乙による契約の履行について監督員を指定する

こ と ができる 。  

３  監督員は、 契約の適正な履行を 確保するため、 仕様書、 設計書及び図面その他関係書

類に基づいて、 乙又は代理人に対し て必要な監督を 行う も のと する。  

４  こ の契約書に規定する甲の乙に対する 指示、 調査、 監査等の権限は、 第１ 項の権限に

基づく も のであっ て、 こ れら の権限に基づき 甲又は甲の職員が乙の従業員に対し て直接

指揮命令する こ と ができる も のと 解し てはなら ない。  

５  甲の乙に対する 第１ 項の権限の行使は、 急を要する場合を 除く ほか、 原則と し て第14

条の業務責任者を 通じ て行う も のと する。  
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第22条（ 調査等） 甲は、 こ の契約の履行に関し 必要があると 認める と き は、 乙に対し て報

告を求め、 調査を 行い、 又は適切な措置を求めるこ と ができ る 。  

２  乙は、 前項の規定により 甲から 報告を 求めら れ、 若し く は適切な措置を 求めら れたと

き は、 速やかにこ れに応じ 、 又は甲から 調査を 受けたと き はこ れに協力し なければなら

ない。  

 

第23条（ 監査） 甲は、 委託業務が情報処理業務である 場合であっ て、 その履行に関し 必要

がある と 認めると き は、 定期的又は随時に監査を行う こ と ができ る。  

２  乙は、 前項の監査に協力し 、 及び必要な情報を提供し なければなら ない。  

 

第24条（ 事故発生時の報告義務等） 乙は、 こ の契約の履行において事故が発生し 、 又は事

故の発生が予想さ れる と き は、 直ちにその旨を 甲に報告し 、 その指示を受けなければな

ら ない。  

２  甲は、 委託業務の履行において事故が発生し たと きは、 事故の事実関係その他の事項

の公表を 行う こ と ができる 。  

 

第25条（ 契約終了等の後の措置） 乙は、 委託業務を 処理する に当たっ て甲から 貸与さ れ、

又は乙が収集し 、 若し く は作成し た文書等その他の物品を 善良な管理者の注意を も っ て

管理し 、 契約終了等の後、 甲の所有に属する も のは直ちに甲に返還し 、 又は引き 渡さ な

ければなら ない。 複製物についても 同様と する 。 ただし 、 甲が別に書面によ り 指示し た

と き は、 その方法によ るも のと する。  

２  乙は、 委託業務の履行に当たっ て甲の土地上又は建物若し く は工作物の内部に動産等

を 置き 、 又は第三者に置かせたと き は、 契約終了等の後直ち にこ れを 撤去し 、 原状に復

さ せなければなら ない。  

３  前項の場合において、 乙が、 正当な理由も ないのに、 一定の期間内に物件を引き 取ら

ず、 その他原状に復さ ないと き は、 甲は、 通知の上、 乙に代っ てこ れを 処分する こ と が

でき る 。 こ の場合において、 乙は、 異議なく 甲の処分に従う と と も に、 こ れに要し た費

用を負担し なければなら ない。 処分さ れた物件について、 第三者の所有権について紛争

が生じ た場合は、 乙は、 乙の責任と 負担において当該紛争を解決する 。  

４  前３ 項の規定にかかわら ず、 甲の所有に属さ ない物件について、 甲は、 引取り を必要

と 認めた乙の履行部分について相当代金を乙に交付し 、 こ れを 甲に帰属さ せるこ と がで

き る。  

 

第26条（ 甲の解除権） 甲は、 乙が次の各号の一に該当すると き は、 何ら 催告なし に契約を

解除する こ と ができ る 。  

( 1)  頭書の契約期限内に委託業務を 履行し ないと き 、 又はその見込みがないと き 。  

( 2)  乙又はその使用人が、 本市係員の指示、 監督に従わず、 職務の執行を妨げたと き 。  

( 3)  乙が監督官庁から 営業の取消し 、 停止その他こ れら に類する処分を 受けたと き その他

の契約の相手方と し て必要な資格が欠けたと き 。  

( 4)  第２ 条第２ 項、 第４ 項及び第５ 項後段に違反し たと き  

( 5)  乙に支払いの停止があっ たと き 、 乙が手形交換所から 取引停止処分を受けたと き 又は

乙に対し て仮差押え、 差押え、 競売、 破産手続開始、 民事再生手続開始、 会社更生手続

開始（ 乙が株式会社である 場合に限る 。 ） 若し く は特別清算手続開始（ 乙が株式会社で

ある場合に限る。 ） の申立てがあっ たと き 。  

( 6)  乙が公租公課の滞納処分を受けたと き 。  

( 7)  乙が甲に対する こ の契約に基づく 債務以外の債務について滞納し 、 その返済の見込み

がないと き。  

( 8)  乙が事業譲渡、 事業廃止その他の理由によ り 委託業務に係る事業を 行わなく なると 認
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めると き 。  

( 9)  乙が法人その他の団体である 場合にあっ ては、 乙が合併、 分割又は解散を する と き 。  

( 10)  乙が自然人である 場合にあっ ては、 乙が死亡し 、 若し く は行方不明と なり 、 又は乙

について後見開始、 保佐開始若し く は補助開始の審判請求の申立てがあっ たと き 。  

( 11)  前各号に掲げる も ののほか、 甲がこ の契約の目的が達成する こ と ができ ないと 認め

る と き 。  

２  甲は、 前項に定める場合を除く ほか、 やむを得ない必要がある と 認める と き は契約を

解除する こ と ができ る 。 こ の場合、 契約保証金は解除後直ち に乙に返還する 。  

３  甲は、 前項の規定により こ の契約を解除し たこ と によ り 乙に損害を 及ぼし たと き は、

その損害を賠償し なければなら ない。  

 

第27条（ 乙の解除権） 乙は、 次の各号の一に該当する 理由があると きは、 契約を解除する

こ と ができる 。  

( 1)  甲の都合によ る 契約内容の変更により 、 契約金額が当初の３ 分の２ 以上減少するこ と

と なる と き。  

( 2)  甲の都合によ る 契約内容の変更により 、 契約履行の中止日数が、 当初の契約期間の３

分の１ 以上と なる と き 。  

 

第28条（ 解除に伴う 措置） 甲は、 契約を解除し た場合において、 可分な履行部分の給付に

よ っ て甲が利益を 受けると 甲が承認し たも のについて、 こ れに相当する 金額を支払う 。  

２  次の各号のいずれかに該当する 場合においては、 第３ 条に規定する 契約保証金又はこ

れに代わる担保は甲に帰属する も のと する。 ただし 、 同条第１ 項ただし 書の規定によ り

同項の保証を 付し ていないと き は、 当該保証に相当する額を 違約金と し て前項の規定に

よ る支払額から 控除又は乙に対し 請求でき る 。  

( 1)  第26条第１ 項各号、 第31条第７ 項、 第32条第２ 項又は第33条第１ 項の規定によ り 契約

を 解除し た場合 

( 2)  乙が契約上の義務の履行を拒絶する意思を 明確に表示し 、 乙の契約上の義務について

履行不能と なっ た場合。  

３  次の各号に掲げる 者がこ の契約を 解除し た場合は、 前項第２ 号に該当する 場合と みな

す。  

( 1)  乙について破産手続開始の決定があっ た場合において、 破産法（ 平成16年法律第75号

） の規定によ り 選任さ れた破産管財人 

( 2)  乙について更生手続開始の決定があっ た場合において、 会社更生法（ 平成14年法律第

154号） の規定により 選任さ れた管財人 

( 3)  乙について再生手続開始の決定があっ た場合において、 民事再生法（ 平成11年法律第

225号） の規定により 選任さ れた再生債務者等 

 

第29条（ 個人情報等の保護） 乙は、 個人情報（ 個人情報の保護に関する 法律（ 平成15年法

律第57号） 第２ 条第１ 項に規定する個人情報を いう 。 ） 及び個人情報以外の秘密に係る

情報その他甲が指定する情報（ 以下「 個人情報等」 と いう 。 ） の保護の重要性を 認識し

、 委託業務を 処理する に当たっ て、 個人情報等を取り 扱う 際には、 個人その他のも のの

権利利益を侵害する こ と のないよ う に努めなければなら ない。  

２  乙は、 委託業務を 処理するに当たっ て知り 得た個人情報等を正当な理由なく 他人に知

ら せ、 又は不当な目的に使用し てはなら ない。  

３  乙は、 その使用する者が、 在職中及び退職後において、 委託業務を 処理するに当たっ

て知り 得た個人情報等を正当な理由なく 他人に知ら せ、 又は不当な目的に使用するこ と

のないよ う に必要な措置を 講じ なければなら ない。  

４  乙は、 委託業務を 処理するに当たっ て知り 得た個人情報等その他の情報を 、 甲の書面
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による 承諾を 得る こ と なく 目的外に使用し 、 又は第三者に提供し 、 若し く は利用さ せて

はなら ない。  

５  前３ 項の規定は、 契約終了等の後においても 、 同様と する 。  

６  乙は、 委託業務に係る個人情報等の漏えい、 滅失又は改ざんの防止その他の個人情報

等の適正な管理のために必要な措置を 講じ なければなら ない。  

７  乙は、 甲から 貸与さ れた文書等を 甲の書面による 承諾を得るこ と なく 複写し 、 又は複

製をし てはなら ない。  

８  乙は、 前各項に違反する 事態が生じ 、 又は生ずる おそれのある こ と を知っ たと き は、

直ちに甲に報告し 、 甲の指示に従わなければなら ない。 契約終了等の後においても 、 同

様と する 。  

９  甲は、 乙が委託業務を処理する に当たっ て取り 扱っ ている 個人情報等の取扱状況につ

いて、 必要がある と 認める と き は、 乙に対し 報告を 求め、 又はその検査をするこ と がで

き る。  

10 乙は、 甲から 前項の指示があっ たと き は、 速やかにこ れに従わなければなら ない。  

11 乙は、 委託業務を 処理するに当たっ て個人情報等を収集すると きは、 委託事務を処理

するために必要な範囲内で、 適法かつ公正な手段により 収集し なければなら ない。  

 

第30条（ 情報セキュ リ ティ ポリ シー等の遵守） 乙は、 委託業務がネッ ト ワーク 又は情報シ

ステムの開発、 保守又はデータ 処理その他情報処理に係る 業務（ 以下「 情報処理業務」

と いう 。 ） である と き は、 こ の契約の履行に関し 、 神戸市情報セキュ リ ティ ポリ シーに

定める 事項を 遵守し なければなら ない。  

２  乙は、 委託業務が個人情報（ 個人情報の保護に関する 法律（ 平成15年法律第57号） 第

２ 条第１ 項に規定する 個人情報を いう 。 ） を 取り 扱う 業務又は情報処理業務であると き

は、 こ の契約の履行に関し 、 情報セキュ リ ティ 遵守特記事項に記載さ れた事項を 遵守し

なければなら ない。  

 

第31条（ 談合その他の不正行為に対する 措置） 乙は、 こ の契約に関し て次の各号の一に該

当し たと きは、 甲の請求に基づき 、 損害の発生の有無に関わら ず、 違約罰と し て、 こ の

契約によ る契約金額（ 契約締結後、 契約金額を 変更し た場合は、 変更後の契約金額と し

、 単価契約又は単価協定の場合は、 支払金額と する 。 ） の10分の１ に相当する額を甲の

指定する 期間内に支払わなければなら ない。 こ の契約の履行が完了し た後においても 、

同様と する。  

( 1)  乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する 法律（ 昭和22年法律第54号。 以下「

独占禁止法」 と いう 。 ） 第３ 条の規定に違反し 、 又は乙が構成事業者である 事業者団体

が同法第８ 条第１ 号の規定に違反し たこ と によ り 、 公正取引委員会の乙に対する 同法第

７ 条若し く は第８ 条の２ の規定に基づく 排除措置命令（ 以下「 排除措置命令」 と いう 。

） 又は同法第７ 条の２ 第１ 項（ 同法第８ 条の３ において準用する場合を含む。 ） の規定

に基づく 課徴金の納付命令（ 以下「 納付命令」 と いう 。 ） が確定し たと き （ 確定し た納

付命令が同法第63条第２ 項の規定によ り 取り 消さ れたと き を 含む。 ） 。  

( 2)  前号に掲げる も ののほか、 確定し た排除措置命令又は納付命令（ 独占禁止法第63条第

２ 項の規定により 取り 消さ れたも のを 含む。 次号において同じ 。 ） により 、 乙が、 こ の

契約について独占禁止法第３ 条又は第８ 条第１ 号の規定に違反する行為があっ たと さ れ

たと き 。  

( 3)  確定し た排除措置命令又は納付命令により 、 乙に独占禁止法第３ 条又は第８ 条第１ 号

の規定に違反する 行為があっ たと さ れた期間及び当該行為の対象と なっ た取引分野が示

さ れた場合（ こ の契約が示さ れた場合を除く 。 ） において、 当該期間にこ の契約の入札

（ 見積書の提出を 含む。 ） が行われたも のであり 、 かつ、 こ の契約が当該取引分野に該

当する も のである と き 。  
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( 4)  乙（ 乙が法人の場合にあっ ては、 その役員又は代理人、 使用人その他の従業者） に対

し 、 刑法（ 明治40年法律第45号） 第96条の６ 又は独占禁止法第89条第１ 項若し く は第95

条第１ 項第１ 号に規定する 刑が確定し たと き 。  

( 5)  乙（ 乙が法人の場合にあっ ては、 その役員又は代理人、 使用人その他の従業者） に対

し 、 刑法第198条に規定する刑が確定し たと き 。  

( 6)  その他乙が前各号に規定する 違法な行為を し たこ と が明白と なっ たと き 。  

２  乙は、 甲が必要があると 認めて請求を し たと き は、 乙がこ の契約に関し て前項第１ 号

から 第５ 号までのいずれかに該当する 旨の報告書又はこ れら の規定のいずれにも 該当し

ない旨の誓約書を 甲に提出し なければなら ない。  

３  乙は、 こ の契約に関し て第１ 項の各号の一に該当し 、 かつ、 次の各号の一に該当し た

と き は、 甲の請求に基づき 、 損害の発生の有無に関わら ず、 違約罰と し て、 第１ 項に規

定する こ の契約によ る 契約金額の10分の１ に相当する額のほか、 当該契約金額の100分

の５ に相当する額を 甲の指定する 期間内に支払わなければなら ない。 こ の契約の履行が

完了し た後においても 、 同様と する。  

( 1)  第１ 項第１ 号に規定する 確定し た命令について、 独占禁止法第７ 条の３ 第１ 項の規定

の適用がある と き 。  

( 2)  乙が甲に前項の誓約書を 提出し ている と き 。  

４  乙が第１ 項及び第３ 項の額を 甲の指定する 期間内に支払わないと き は、 乙は、 当該期

間を経過し た日から 支払を する 日までの日数に応じ 、 年５ パーセント の割合で計算し た

額の延滞利息を甲に支払わなければなら ない。  

５  乙が共同企業体である場合は、 前４ 項中「 乙」 と ある のは「 乙又は乙の代表者若し く

は構成員」 と 読み替えるも のと する。  

６  前項の場合において、 乙が解散さ れている と き は、 甲は、 乙の代表者であっ た者又は

構成員であっ た者に第１ 項又は第３ 項及び第４ 項の規定によ る 支払の請求を する こ と が

でき る 。 こ の場合においては、 乙の代表者であっ た者及び構成員であっ た者は、 連帯し

て第１ 項又は第３ 項及び第４ 項の額を 甲に支払わなければなら ない。  

７  第１ 項又は第３ 項に規定する 場合においては、 甲は、 何ら の催告なし に、 契約を解除

するこ と ができ る 。  

８  前各項の規定は、 甲の乙に対する 損害賠償請求を 妨げるも のではない。  

 

第32条（ 暴力団等の排除に関する措置） 甲は、 乙が次の各号のいずれにも 該当し ないこ と

を 確認するため、 兵庫県警察本部長（ 以下「 本部長」 と いう 。 ） に対し て照会を 行う こ

と ができ る。 乙は、 甲の求めに応じ て、 照会にあたっ て必要と なる事項について情報を

提供し なければなら ない。  

( 1)  乙が法人その他の団体（ 以下「 法人等」 と いう 。 ） である 場合には、 当該法人等につ

いて暴力団員（ 暴力団員による 不当な行為の防止等に関する法律( 平成３ 年法律第77号)

第２ 条第６ 号に規定する暴力団員をいう 。 以下同じ 。 ） が、 役員と し て又は実質的に、

経営に関与し ている こ と 。  

( 2)  乙が個人又は個人事業者である 場合には、 当該個人又は個人事業者が暴力団員である

こ と 。  

( 3)  暴力団員を、 相当の責任の地位にある 者（ 役員以外で業務に関し 監督責任を有する使

用人） と し て使用し 、 又は代理人と し て選任し ているこ と 。  

( 4)  乙又はその役員その他経営に実質的に関与し ている者、 若し く は相当の責任の地位に

ある者等（ 以下「 役員等」 と いう 。 ） が、 自己、 自己が経営する法人等、 自己が所属す

る 法人等又は第三者の利益を図る ため、 又は第三者に損害を 与えるために、 暴力団（ 暴

力団員による 不当な行為の防止等に関する法律第２ 条第２ 号に規定する 暴力団を いう 。

以下同じ 。 ） の威力を 利用し ているこ と 。  

( 5)  乙又はその役員等が、 暴力団又は暴力団員（ 以下「 暴力団等」 と いう 。 ） に金銭的な



委託契約約款（ R7 .４ .1）  

11 

援助を 行い、 その他経済的な便宜を図っ ている こ と 。  

( 6)  乙又はその役員等が、 暴力団等に関係する 事業者であるこ と を 知り ながら 、 当該事業

者に下請負を 行い、 その他当該事業者を利用し ているこ と 。  

( 7)  乙又はその役員等が、 暴力団等と 社会的に非難さ れる べき 関係を有し ているこ と 。  

２  甲は、 本部長から の回答又は通報（ 以下「 回答等」 と いう 。 ） に基づき 、 乙が前各号

の一に該当する事実が明ら かになっ たと き は、 何ら の催告なし に、 契約を 解除するこ と

ができ る 。  

３  前項の規定に基づき 契約を解除し た場合、 乙は、 甲の指定する 期間内に契約金額（ 契

約締結後、 契約金額を 変更し た場合は、 変更後の契約金額と し 、 単価契約又は単価協定

の場合は、 支払金額と する 。 ） の10分の１ に相当する額を 損害の発生の有無に関わら ず

、 違約罰と し て甲に支払わなければなら ない。  

４  乙が本条第１ 項各号の一に該当する旨の回答等を 本部長から 受けた場合、 神戸市契約

事務等から 暴力団等を 排除する ため、 甲は、 その回答等の内容について、 外郭団体等を

含む甲の関係部局と 情報を 共有するこ と ができ る。  

５  乙が第３ 項の額を 甲の指定する 期間内に支払わないと き は、 乙は、 当該期間を 経過し

た日から 支払をする 日までの日数に応じ 、 年５ パーセント の割合で計算し た額の延滞利

息を甲に支払わなければなら ない。  

６  乙が共同企業体である場合は、 前各項の規定中「 乙」 と あるのは「 乙又は乙の代表者

若し く は構成員」 と 読み替える も のと する。  

７  前項の場合において、 乙が解散さ れている と き は、 甲は、 乙の代表者であっ た者又は

構成員であっ た者に第３ 項又は第５ 項の規定による 支払の請求をする こ と ができ る。 こ

の場合においては、 乙の代表者であっ た者及び構成員であっ た者は、 連帯し て第３ 項又

は第５ 項の額を甲に支払わなければなら ない。  

８  前各項の規定は、 甲の乙に対する 損害賠償請求を 妨げるも のではない。  

 

第33条（ 適正な賃金の支払に関する 措置） 甲は、 乙が雇用する 労働者に対する 賃金の支払

について、 乙が最低賃金法（ 昭和34年法律第137号） 第４ 条第１ 項の規定に違反し たと

し て、 検察官に送致さ れたと き は、 何ら の催告なし に、 契約を 解除する こ と ができ る 。  

２  乙は、 甲の書面による事前の承諾を得て、 こ の契約の一部を他人に履行さ せる 場合に

おいては、 当該他人と の間に前項から 次項までの規定の趣旨に即し た再委託契約を締結

し なければなら ない。  

３  甲は、 乙が甲の書面によ る事前の承諾を得て、 こ の契約の一部を履行さ せるために使

用する 再委託先がその雇用する 労働者に対する 賃金の支払について、 最低賃金法第４ 条

第１ 項の規定に違反し たと し て、 検察官に送致さ れたと き は、 乙に対し て、 当該受注関

係者と 締結し ている 契約の解除など必要な措置を講じ るよ う 求めるも のと する。  

４  第１ 項の規定に基づき 契約を 解除し た場合、 乙は、 甲の指定する期間内に契約金額（

契約締結後、 契約金額を変更し た場合は、 変更後の契約金額と し 、 単価契約又は単価協

定の場合は、 支払金額と する。 ） の10分の１ に相当する額を 損害の発生の有無に関わら

ず、 違約罰と し て甲に支払わなければなら ない。  

５  乙が前項の額を 甲の指定する 期間内に支払わないと き は、 乙は、 当該期間を経過し た

日から 支払を する 日までの日数に応じ 、 年５ パーセント の割合で計算し た額の延滞利息

を 甲に支払わなければなら ない。  

６  乙が共同企業体である場合は、 前各項の規定中「 乙」 と あるのは「 乙又は乙の代表者

若し く は構成員」 と 読み替える も のと する。  

７  前項の場合において、 乙が解散さ れている と き は、 甲は、 乙の代表者であっ た者又は

構成員であっ た者に第４ 項又は第５ 項の規定による 支払の請求をする こ と ができ る。 こ

の場合においては、 乙の代表者であっ た者及び構成員であっ た者は、 連帯し て第４ 項又

は第５ 項の額を甲に支払わなければなら ない。  
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８  前各項の規定は、 甲の乙に対する 損害賠償請求を 妨げるも のではない。  

 

第34条（ 重要な契約義務違反に対する措置） 乙は、 次の各号のいずれかに該当すると き は

、 乙は、 甲の指定する 期間内に契約金額（ 契約締結後、 契約金額を変更し た場合は、 変

更後の契約金額と し 、 単価契約又は単価協定の場合は、 支払金額と する 。 ） の10分の１

に相当する額を損害の発生の有無に関わら ず、 違約罰と し て甲に支払わなければなら な

い。 ただし 、 乙の責めに帰するこ と ができ ないも のである と 甲が認めると き は、 こ の限

り でない。  

( 1)  第２ 条第１ 項、 第２ 項若し く は第４ 項の規定に違反し たと き  

( 2)  第８ 条第３ 項の規定に違反し たと き  

( 3)  第29条の規定に違反し たと き  

( 4)  第30条の規定に違反し たと き  

２  乙が前項の額を 甲の指定する 期間内に支払わないと き は、 乙は、 当該期間を経過し た

日から 支払を する 日までの日数に応じ 、 年５ パーセント の割合で計算し た額の延滞利息

を 甲に支払わなければなら ない。  

３  乙が共同企業体である場合は、 前各項の規定中「 乙」 と あるのは「 乙又は乙の代表者

若し く は構成員」 と 読み替える も のと する。  

４  前項の場合において、 乙が解散さ れている と き は、 甲は、 乙の代表者であっ た者又は

構成員であっ た者に第１ 項又は第２ 項の規定による 支払の請求をする こ と ができ る。 こ

の場合においては、 乙の代表者であっ た者及び構成員であっ た者は、 連帯し て第１ 項又

は第２ 項の額を甲に支払わなければなら ない。  

５  前各項の規定は、 甲の乙に対する 損害賠償請求を 妨げるも のではない。  

 

第35条（ 損害賠償） 乙が契約上の義務の履行を し ないと き 又は義務の履行ができ ないと き

は、 甲は、 乙に対し 、 こ れによ っ て生じ た損害の賠償を請求するこ と ができ る。 ただし

、 乙の責めに帰する こ と ができ ない事由によ る も のである と き は、 こ の限り でない。  

２  第５ 条の規定によ る延滞違約金は、 前項の損害賠償金と し ての遅延損害金の予定又は

その一部と 解する 。  

３  第１ 項の損害賠償金は、 契約金額より 控除し 、 又は第３ 条の契約保証金( 又はこ れに

代わる 担保) を充当するこ と によ り 徴収でき る 。  

４  第28条第２ 項によ り 乙が違約金（ 契約保証金を納付し ていた場合には、 当該契約保証

金又はこ れに代わる 担保） の支払い義務を負っ た場合において、 甲の損害が契約保証金

相当額を 上回ると き は、 甲は、 乙に対し 、 その差額について損害の賠償を 請求でき る。  

 

第36条（ 第三者の損害） 乙がこ の契約の履行に関し 、 乙の責めに帰すべき事由により 第三

者（ 甲の職員その他従業員を含む。 ） に損害を 与えた場合において、 甲が同損害につい

て第三者に賠償を 行っ たと き は、 甲は、 乙に対し 、 第三者に賠償し た金額の全額を求償

するこ と ができ る 。  

 

第37条（ 違約罰、 延滞利息等） 第31条第１ 項及び第３ 項、 第32条第３ 項、 第33条第４ 項、

並びに第34条第１ 項に規定する違約罰は、 第35条の規定による 損害賠償額の予定又はそ

の一部には含まれない。  

２  第31条第４ 項、 第32条第５ 項、 第33条第５ 項、 並びに第34条第２ 項に規定する 延滞利

息は、 第５ 条の規定による 延滞違約金の予定又はその一部には含まれない。  

３  甲は、 第５ 条、 第31条第１ 項、 第３ 項及び第４ 項、 第32条第３ 項及び第５ 項、 第33条

第４ 項及び第５ 項、 第34条第１ 項及び第２ 項に規定する延滞違約金、 違約罰又は延滞利

息を契約金額又は第３ 条の契約保証金による 充当により 徴収するこ と ができ る。  
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第37条の２ （ 相殺） 甲は、 乙に対し て金銭債権を有すると き は、 当該金銭債権と 乙が甲に

対し て有する 金銭債権と を 相殺するこ と ができ る。  

２  前項の場合において、 相殺し て、 なお不足がある と き は、 乙は、 甲の指定する 期間内

に当該不足額を支払わなければなら ない。  

３  第１ 項の場合おいて、 相殺の充当の順序は甲が指定するこ と ができ る。  

 

第38条（ 契約の変更等） 経済状勢の著し い変化その他の予期するこ と のでき ない異常な事

態の発生によ り 契約金額その他の契約内容が著し く 不適当と なっ たと き は、 甲と 乙が実

情に応じ て協議し 、 別途変更契約を締結する こ と により 、 契約金額その他の契約内容を

変更する こ と ができ る 。  

 

第39条（ 専属的合意管轄その他雑則） こ の契約又はこ の契約に関連し て生じ た紛争につい

ては、 甲の所在地を 管轄する裁判所を 専属的合意管轄裁判所と する。  

２  こ の契約の履行に関し て甲乙間で用いる言語は、 日本語と する 。  

３  こ の契約に定める 金銭の支払に用いる 通貨は、 日本円と する。  

４  こ の契約の履行に関し て甲乙間で用いる計量単位は、 設計図書に特別の定めがある 場

合を除き 、 計量法（ 平成４ 年法律第51号） に定める も のと する 。  

５  こ の契約の手続き において使用する日時は、 日本国の標準時を 用いるも のと する。  

６  こ の契約における 期間の定めについては、 民法及び商法（ 明治32年法律第48号） の定

めると こ ろによる も のと する。  

７  こ の契約は、 日本国の法令に準拠する も のと する 。  

 

第40条（ 印紙税） 印紙貼付の要否、 及び額は乙の責任において確認し なければなら ない。  

 

第41条（ 業者調査への協力） 甲が、 こ の契約に係る甲の予算執行の適正を期するため必要

がある と 認めた場合は、 甲は、 乙に対し 、 地方自治法（ 昭和22年法律第67号） 第221条

第２ 項の規定に基づく 契約の処理の状況に関する調査への協力を要請する こ と ができ る

。 こ の場合、 乙は、 特別な理由がない限り 、 要請に応じ る も のと する 。  

 

第42条（ 疑義の解釈） こ の契約について、 疑義の生じ た事項又はこ の契約書に定めのない

事項については、 神戸市契約規則その他関係の法令による ほか、 甲乙協議の上定めるも

のと する 。  

２  前項の規定は、 こ の契約に基づく 権利義務以外の権利義務を こ の契約に係る 変更契約

を 締結せずに設定でき るも のと 解釈し てはなら ない。  


